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合計 58,776.6 100.00% 51,777.7 100.00% 0.06
（単位：100万ドル）
2004年 ASEAN←日本 日本←ASEAN




















































































































































合計 71,188.6 100.00% 59,437.9 100.00% 0.09 
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2003年 中国←日本 日本←中国




















































































































































合計 74,146.3 100.00% 74,999.6 100.00% -0.01
（単位：100万ドル）
2004年 中国←日本 日本←中国





















































































































































































































































































































































































































































































































ASEAN 24.9% 33.7% 32.5%
韓国 46.5% 27.7% 29.4%
日本 4.3% 7.4% 6.5%










日本 31.4% 30.5% 36.5%
韓国 56.3% 47.3% 35.2%
ASEAN 4.6% 10.6% 9.2%







台湾 5.3% 7.4% 11.0%
ASEAN 7.2% 13.7% 10.3%
アメリカ 9.6% 6.4% 10.2%
韓国 15.1% 10.9% 7.0%
日本 11.9% 8.7% 6.7%






韓国 40.4% 32.9% 36.9%
台湾 14.2% 21.2% 28.2%
ASEAN 15.9% 18.3% 14.4%







韓国 25.5% 19.7% 19.5%
ASEAN 15.8% 21.6% 19.2%
台湾 8.2% 10.7% 9.8%
アメリカ 7.8% 4.9% 6.6%
ＥＵ 4.5% 3.8% 6.6%







韓国 34.3% 29.1% 31.7%
ASEAN 22.3% 24.9% 21.7%
台湾 12.6% 15.8% 14.2%
アメリカ 7.1% 4.6% 9.3%






台湾 39.5% 40.1% 36.5%
韓国 23.4% 23.8% 28.9%
ASEAN 15.1% 13.9% 13.3%
日本 11.9% 12.1% 9.6%







台湾 28.2% 23.8% 22.4%
ASEAN 9.8% 13.4% 18.2%
日本 18.6% 18.6% 16.8%
韓国 13.3% 12.5% 11.9%
アメリカ 12.7% 11.8% 11.6%
ＥＵ 9.6% 10.9% 8.8%
















日本 25.2% 17.9% 20.4%
台湾 19.4% 21.9% 18.9%
韓国 19.7% 15.0% 18.3%








日本 41.9% 37.2% 39.3%
台湾 21.8% 28.5% 20.5%
韓国 22.3% 17.4% 18.1%
ＥＵ 4.0% 3.1% 4.3%











日本 67.9% 51.7% 49.6%
ＥＵ 7.7% 14.4% 14.5%
韓国 8.9% 7.8% 11.9%











ASEAN 26.0% 28.1% 41.9%
原産地中国 7.6% 14.3% 22.8%
アメリカ 27.9% 21.9% 8.7%
日本 8.9% 8.1% 6.5%
ＥＵ 6.0% 7.1% 6.0%
韓国 8.8% 8.6% 6.0%










原産地中国 13.7% 24.5% 35.1%
日本 18.2% 15.6% 18.2%
ASEAN 29.5% 21.1% 14.9%
台湾 13.0% 17.3% 10.5%
韓国 3.3% 4.9% 9.4%
アメリカ 8.7% 5.4% 3.8%







ＥＵ 23.6% 33.6% 35.2%
日本 27.8% 28.5% 34.3%
台湾 29.3% 21.9% 13.7%







原産地中国 14.4% 23.6% 32.7%
日本 20.6% 16.1% 17.5%
ＥＵ 16.1% 15.6% 11.7%
台湾 13.2% 13.2% 9.0%
韓国 10.4% 8.8% 7.6%
ASEAN 5.3% 6.1% 7.1%






日本 52.2% 49.3% 45.6%
原産地中国 13.0% 20.8% 24.6%
韓国 0.5% 7.6% 10.5%
台湾 3.9% 8.7% 9.8%







ＥＵ 36.6% 24.5% 36.6%
アメリカ 37.3% 32.3% 16.2%
ASEAN 1.8% 8.2% 14.4%
原産地中国 1.0% 4.9% 10.8%







日本 23.1% 16.6% 24.6%
韓国 6.6% 59.2% 23.9%
原産地中国 0.0% 0.6% 19.6%
台湾 13.0% 10.4% 11.5%
ＥＵ 36.4% 6.7% 8.5%
ASEAN 6.8% 0.7% 7.7%









日本 21.9% 22.1% 24.5%
韓国 5.0% 14.5% 24.0%
原産地中国 4.2% 8.0% 22.6%
ＥＵ 45.3% 17.0% 7.4%
ASEAN 7.2% 7.3% 7.3%







日本 36.3% 34.9% 36.6%
台湾 18.9% 20.6% 18.8%
原産地中国 7.8% 11.4% 13.8%
ASEAN 5.5% 8.4% 10.6%






台湾 19.3% 29.9% 33.7%
原産地中国 8.7% 18.1% 25.2%
日本 25.0% 21.9% 14.5%
韓国 6.6% 11.1% 11.9%









日本 28.4% 27.9% 26.9%
原産地中国 7.6% 15.8% 26.3%
ＥＵ 20.8% 15.4% 12.3%
台湾 11.5% 10.9% 8.5%
アメリカ 9.7% 7.5% 7.2%
ASEAN 5.0% 5.7% 5.8%








韓国 40.9% 48.0% 40.9%
原産地中国 3.8% 9.8% 16.9%
ASEAN 12.4% 8.8% 16.7%
日本 17.0% 18.3% 15.7%









日本 33.0% 29.3% 32.2%
ASEAN 10.7% 14.8% 17.7%
台湾 17.2% 15.8% 17.3%
原産地中国 5.5% 9.8% 13.0%
韓国 8.6% 6.4% 6.8%
ＥＵ 8.1% 3.7% 3.6%







ASEAN 19.1% 25.9% 28.4%
台湾 17.1% 22.6% 23.9%
日本 25.4% 22.2% 14.9%
韓国 8.9% 8.1% 13.6%








ＥＵ 28.8% 33.1% 49.1%
日本 59.3% 54.7% 36.5%
韓国 2.1% 5.1% 7.5%








ＥＵ 43.8% 49.8% 34.9%
日本 28.2% 29.7% 34.0%
韓国 2.1% 3.1% 15.6%









日本 38.3% 52.7% 51.0%
韓国 3.6% 7.1% 13.0%
原産地中国 2.8% 2.5% 12.5%
台湾 7.9% 10.6% 12.0%
アメリカ 25.3% 13.2% 3.5%
ASEAN 2.1% 1.5% 3.6%







台湾 8.4% 44.6% 37.5%
韓国 8.8% 22.7% 35.8%
日本 42.3% 21.1% 12.1%
原産地中国 12.8% 5.1% 11.0%







日本 29.2% 25.5% 28.2%
ＥＵ 23.1% 26.9% 26.3%
アメリカ 26.1% 23.1% 21.1%
台湾 7.5% 8.9% 6.6%
韓国 4.0% 3.7% 5.9%













ASEAN 35.2% 26.7% 21.8%
アメリカ 7.7% 10.2% 10.9%






ASEAN 48.6% 43.1% 34.6%
アメリカ 9.0% 15.2% 16.7%
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































全体 37.1 9.4 31.9 -0.8 22.5 100.0 -0.2
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が高いことが判明した。中国の繊維製品もこの例に漏れない。
また，最終需要項目への依存比較で日中の違いをみると，中国の繊維製
品の輸出依存度が高いこと，輸送機械（自動車）は中国ではまだ民間消費
よりも資本形成であるという特徴を確認した。
おわりに
ASEAN・中国FTA（ACFTA）がすでに発効されたことを踏まえて日中
間貿易の意味・方向性を考察するために，これまでの３つの節において，
日本・中国・ASEAN間の貿易構造の実態，および輸出市場としての中国
における日本，ASEANを中心とした主要国・地域間の輸出シェア競争の
変化を把握した。さらに日本と中国の産業構造や両国製造業の生産の技術
構造および最終需要項目別依存度（とくに輸出依存度）を2000年から2004年
の貿易統計および2000年の日本と中国の産業連関表を用いて比較してきた。
ここで得られた結果から，以下のことが結論として引き出せよう。
まず，現在のACFTAは，第１章でみたように，センシティヴ・リスト
に化学製品，鉄鋼製品，自動車部品，自動二輪などを中心にかなり広範な
自由化例外が認められ，ASEAN自由貿易地域（AFTA）よりもはるかにレ
ベルの低い自由化といわれている。両地域の貿易の中心である機械・電気
機器類，とくに電気電子分野については世界的に関税ゼロ化という自由化
が進んでおり，ACFTAによる大きな構造変化が生じるとは考えにくい。
また，第1節でみたように中国が主に鉱物関連製品をASEANに依存してい
る点が両地域間貿易の特徴であり，その他の分野では両地域とも多くを日
本に依存している状況である。したがって，ACFTAに関しては関税障壁
の撤廃を中心とする貿易の自由化であるかぎり，第三国･地域，とくに日本
の存在を考慮しなければ両地域経済への影響は大きくないと考えられる。
このような状況下で日本と中国の貿易自由化を考えた場合，両国および
ASEANにどのような経済的影響が生じるであろうか。第1節でみたよう
に中国とASEANは主要製造品目を日本の供給（日本からの輸出）に依存し
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ており，また第２節でみたように輸出市場としての中国において，日本と
ASEANの対中輸出品目は競合的ではなく補完的である。したがって，日
本と中国の貿易自由化が推進されなければ，日本はASEANで生産した方
が有利な分野・品目についてはASEANに進出して生産し中国へ輸出する
手段をとり，それ以外はこれまでどおり日本で生産し直接中国へ輸出する
という構図が想像できよう。また，第３節でみたように，中国と日本の生
産構造をみると付加価値率の高さおよび輸入財への依存度の両面からみて，
日本の生産技術の方が現在のところ中国よりも多くの製造業において高い
状況であり，貿易自由化によって日本からの高品質品の中国への流入は増
加しても中国品の日本への極端な流入増加は考えにくい。
では，日本の農業等コスト競争に弱いとされる分野の開放はどうみるべ
きであろうか。第３節でみたように，こうした分野はマクロ的な意味では
現在の日本経済構造において大きな部分を占めていない。また，第1節で
もみたように日本経済（GDP）の貿易依存度は非常に小さい。したがって，
被るデメリットに対する対策は当然必要ではあるが，そのデメリット自体
は経済的にみて局所的なものとなろう。
このようにみると，日本・中国間の関税撤廃という単なる貿易の自由化
は中国よりも日本へ優位に働くと考えられるが，実際には，特定産業に関
する保護的な政策からの脱却を迫られることにつながる。そしてその方向
は，日本と中国のみでなく関係各国・地域間の効率的な国際分業を通じた
産業構造を構築するための国際的産業構造再編を意味することになる。で
は，このような産業再編は何によって可能にすることができるか。海外直
接投資の活用もそのひとつである。投資の自由化が生産拠点の移動を可能
にし，各国地域の比較優位を利用して効率的な国際分業を進展させること
になる。すなわち，ACFTAにしても今後想定される日中間FTAにしても
関税撤廃は貿易自由化の意味するところの入口にすぎず，円滑な貿易・投
資を推進するようなメカニズム（包括的なFTA）に深化させることによっ
て意味があるということである。
包括的なFTAが各国経済の調和のとれた分業体制に寄与し，それが各
国の経済厚生を高めることに繋がるとすれば，現在各国で抱える保護的な
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産業も開放すべきところは開放すべきであろう。
〔注〕
⑴　本章では「ASEAN」とはインドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポー
ル，タイのいわゆる先行ASEAN5カ国を指す。
⑵「東アジア」とは中国，ASEAN，およびアジアNIEs（韓国，台湾，香港）とする。
⑶　日本，中国は単独国であるのに対し，ASEANは地域（国グループ）であるが，本
稿ではこれらをまとめて呼ぶときは「国･地域」とせず「３地域」としている。
⑷　以降，貿易統計データは原産地主義を採る輸入統計を用いている。輸出統計は仕
向地主義であるので，たとえば日本で生産・輸出して香港を経由し，香港からの再
輸出で中国へという貿易は，日本の輸出統計では香港への輸出としてしか捉えられ
ず，原産地の日本を捉えるためには中国の輸入統計を用いる必要がある。
⑸　本文でも触れたように表１の輸出統計で輸入側からみる数値より，輸入統計その
ものの方が国際運賃･保険料の分だけ額が大きくなる。
⑹　卑金属･製品とは，鉄，銅，鉛等の加工品のこと。
⑺　原産地中国とは，中国で生産され，それが再輸出などの過程を経て再び中国に輸
入されるものを指す。原産地主義を採る輸入統計を用いるため，中国の輸入統計を
みる場合，中国からの輸入とするのは不自然であるため，このような表記とした。
貿易形態の実態は香港経由の再輸出と考えられるが定かではない。しかし，少なく
とも中国で生産されたものとして認識することに問題はない。
⑻　サービス関連部門とは，表６における商業・運輸とサービス業を加えたものとす
る。
⑼　国内投入比率＋輸入投入比率＋付加価値率＝１である。
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